平成24年度９月補正予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名: 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　商工労働部労働雇用課　雇用対策係　電話番号：058-272-1111（内3126）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：25,988千円
（現計予算額：6,901,668千円　　　補正後予算額：6,927,656千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　円高や東日本大震災の影響による今後の県内雇用情勢の不安定化等に備え、雇用セーフティネットとしての役割を果たすとともに、地域課題に応じたきめ細やかな政策推進を図るため、事業費を増額し、雇用を創出する。
　○岐阜県の労働関係指標（前年同月値）

　　・有効求人倍率　0.99倍（＋0.22ポイント）

　　・完全失業率　  3.7％（▲0.1ポイント）

　　・大学・短大就職内定者数　3,913人（90人）
　　・大学・短大就職内定率　91.9％（0.3％）

　　・高校就職内定者数　3,824人（＋257人）

　　・高校就職内定率　99.2%（▲0.4ポイント）
　○岐阜県の雇用調整助成金等に係る休業等実施計画受理状況（前月値）

　　・計画届出受理事業所数　1,316事業所（1,434事業所）

　　・対象者数　24,246人（24,253人）
	２　所要経費


（１）　重点分野雇用創造事業　12,995千円

①　県実施分　　　  2,534千円
②　市町村実施分　 10,486千円
③　推進事務費　    ▲25千円
（２）　基金への積み立て　12,993千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


 Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

　　１ 若者が力を発揮できる地域をつくる

　　　・地域で働く意欲を持つ若者を育て、若者の就業を支援する

・高い価値を生み出す産業人材を育成する
	２　これまでの取組状況


○緊急雇用事業

［交付金の状況］

・平成２０年度３月補正　３２.０億円基金造成
・平成２１年度６月補正　６６.６億円基金積み増し

　［実　績］

　　・平成２０年度　　　　　　　　　（単位：件、人、千円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	7
	31
	7,291

	市町村事業
	16
	153
	26,023

	合計
	23
	184
	33,314


　　・平成２１年度　　　　　　　　　（単位：件、人、千円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	183
	2,338
	2,109,403

	市町村事業
	645
	3,261
	1,841,776

	合計
	828
	5,599
	3,951,179


　　・平成２２年度　　　　　　　　　（単位：件、人、千円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	172
	1,589
	1,554,613

	市町村事業
	444
	2,377
	1,421,820

	合計
	616
	3,966
	2,976,433


　　・平成２３年度　　　　　　　　　（単位：件、人、千円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	146
	1,469
	1,214,413

	市町村事業
	401
	2,051
	1,409,274

	合計
	547
	3,520
	2,623,687


○重点分野雇用創造事業

［交付金の状況］

・平成２１年度　３月補正　５０.０億円基金積み増し

・平成２２年度　９月補正　３５.３億円基金積み増し

・平成２２年度１２月補正　５１.１億円基金積み増し

・平成２３年度　３月補正　２５.４億円基金積み増し

［実績］

　　・平成２２年度　　　　　　　　　（単位：件、人、千円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	126
	1,642
	2,633,101

	市町村事業
	50
	323
	559,872

	合計
	176
	1,965
	3,192,973


［実績］

　　・平成２３年度　　　　　　　　　（単位：件、人、千円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	164
	2,645
	5,658,948

	市町村事業
	77
	400
	705,841

	合計
	241
	3,045
	6,364,789


　　　　　　　　
	３　これまでの取組に対する評価


平成21年度は短期のつなぎ的な雇用機会の創出を中心に、事業費40億円で、5,599人の雇用創出を行うことで、雇用の下支えをした。平成22年度は「できる限り長期で、かつ将来につながる人材育成に資する事業」に取組み、事業費62億円で5,931人の雇用を創出した。平成23年度も同様に、事業費90億円で6,565人の雇用を創出した。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	6,901,668
	0
	0
	0
	7,897
	0
	0
	0
	6,893,771

	補正

要求額
	25,988
	0
	0
	0
	0
	0
	12,993
	0
	12,995

	決定額
	25,988
	0
	0
	0
	0
	0
	12,993
	0
	12,995


